
別紙1

計算書類に対する注記(法人全体用)

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　・満期保有目的の債券等－該当なし
　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－該当なし
（２）固定資産の減価償却の減価償却　
　　　・建物・器具及び備品・構築物・機械及び装置・車両運搬具・ソフトウェア－定額法
　　　・リース資産　　　所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－鹿児島県社会福祉協議会の退職共済制度に加入している職員に係る
　　　　　　　　　　　　掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　　・賞与引当金　  －職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属
　　　　　　　　　　　  する額を計上している。　

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・鹿児島県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職共済に加入
・独立行政法人福祉医療機構の退職手当共済制度に加入
　（平成２８年３月３１日までに就職した職員に限る。）

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の計算書類(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)
(2) 事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)は、社会福祉事業のみであるため、作成していな　
　い。
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
(5) 公益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。　
(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　ときわの家拠点（社会福祉事業）
　　「法人本部」
　　「生活介護」
　　「施設入所支援」
　　「短期入所」
　　「特定相談支援」　 　　
　　「障害児相談支援」
　イ　第二ときわの家拠点（社会福祉事業）
　　「生活介護」

６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 38,067,122 38,067,122 
建物 312,225,078 13,556,060 298,669,018 

合 計 350,292,200 13,556,060 336,736,140 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし



８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　５，５６７，１２２円
　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　２８，６１５，９００円
　　――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　３４，１８３，０２２円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　２，９００，０００円
　　――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　２，９００，０００円

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 708,860,847 410,191,829 298,669,018 
建物 12,402,104 6,771,956 5,630,148 
構築物 30,075,268 15,990,536 14,084,732 
機械及び装置 23,457,000 9,076,886 14,380,114 
車輌運搬具 23,152,635 22,151,764 1,000,871 
器具及び備品 27,397,073 17,349,563 10,047,510 
有形リース資産 6,034,375 3,218,329 2,816,046 

合 計 831,379,302 484,750,863 346,628,439 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 66,723,462 0 66,723,462 

合 計 66,723,462 0 66,723,462 

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし 0 

0 
合 計 0 

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
(単位：円)

種類 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 関係内容 取引の 取引金額 科目 期末残高
名称 内容 所有割合 役員の 事業上の 内容

又は職業 兼務等 関係
該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし



１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(ときわの家)

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　・満期保有目的の債券等－該当なし
　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－該当なし
（２）固定資産の減価償却の減価償却　
　　　・建物・器具及び備品・構築物・機械及び装置・車両運搬具・ソフトウェア－定額法
　　　・リース資産　　　所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
　　　　　　　　　　　　ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－鹿児島県社会福祉協議会の退職共済制度に加入している職員に係る
　　　　　　　　　　　　掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　　・賞与引当金　 －職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属
　　　　　　　　　　　する額を計上している。　

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・鹿児島県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職共済に加入
・独立行政法人福祉医療機構の退職手当共済制度に加入
（平成２８年３月３１日までに就職した職員に限る。）

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)ときわの家拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）
(2)拠点区分事業活動明細書（会計基準・別紙３-⑪）
　　ア　法人本部
　　イ　生活介護
　　ウ　施設入所支援
　　エ　短期入所
　　オ　特定相談支援
　　カ　障害児相談支援　 　　
　　　
(3)　拠点区分資金収支明細書（会計基準・別紙３-⑩）
　　ア　法人本部
　　イ　生活介護
　　ウ　施設入所支援
　　エ　短期入所
　　オ　特定相談支援
　　カ　障害児相談支援　 　　
　　　
　

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 32,500,000 32,500,000 
建物 281,573,265 11,520,147 270,053,118 

合 計 314,073,265 11,520,147 302,553,118 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

７．担保に供している資産

該当なし



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 623,600,847 353,547,729 270,053,118 
建物 8,624,624 3,198,408 5,426,216 
構築物 30,075,268 15,990,536 14,084,732 
機械及び装置 23,457,000 9,076,886 14,380,114 
車輌運搬具 13,198,645 13,027,879 170,766 
器具及び備品 23,530,273 16,479,658 7,050,615 
有形ﾘｰｽ資産 4,827,500 2,574,663 2,252,837 

合 計 727,314,157 413,895,759 313,418,398 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 53,017,211 0 53,017,211 

合 計 53,017,211 0 53,017,211 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし 0 

0 
合 計 0 

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし



別紙2

計算書類に対する注記(第二ときわの家)

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　・満期保有目的の債券等－該当なし
　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－該当なし
（２）固定資産の減価償却の減価償却　
　　　・建物・車両運搬具・器具及び備品・－定額法
　　　・リース資産　　　所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
　　　　　　　　　　　　ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－鹿児島県社会福祉協議会の退職共済制度に加入している職員に係る
　　　　　　　　　　　　掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　　・賞与引当金　 －職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属
　　　　　　　　　　　する額を計上している。　

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・鹿児島県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職共済に加入
・独立行政法人福祉医療機構の退職手当共済制度に加入
（平成２８年３月３１日までに就職した職員に限る。）

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)ときわの家拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）
(2)拠点区分事業活動明細書（会計基準・別紙３-⑪）
　　ア　生活介護
(3)　拠点区分資金収支明細書（会計基準・別紙３-⑩）

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 5,567,122 5,567,122 
建物 30,651,813 2,035,913 28,615,900 

合 計 36,218,935 2,035,913 34,183,022 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　５，５６７，１２２円
　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　２８，６１５，９００円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　３４，１８３，０２２円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　２，９００，０００円
　　――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　２，９００，０００円



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 85,260,000 56,644,100 28,615,900 
建物 3,777,480 3,573,548 203,932 
車輌運搬具 9,953,990 9,123,885 830,105 
器具及び備品 3,866,800 869,905 2,996,895 
有形リース資産 1,206,875 643,666 563,209 

合 計 104,065,145 70,855,104 33,210,041 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 13,706,251 0 13,706,251 

合 計 13,706,251 0 13,706,251 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当なし 0 

0 
合 計 0 

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

該当なし


